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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間（平成28年３月１日～平成28年11月30日）におけるわが国経済は、政府による絶え間

のない経済政策や日銀による金融緩和の継続により、緩やかな景気回復基調が続きましたが、一方で新興国経済の

減速や英国におけるＥＵ離脱決定等の先行き不透明な情勢に伴う円高が定着するとともに、長引く個人消費の低迷

や企業収益の足踏みにより、成長に力強さを欠く状況が続きました。

当社グループを取り巻く環境におきましても、主力事業である建機事業は首都圏におきましてはやや明るい兆し

が見え始めましたが、地方においては、総じて公共事業の減少や予算執行遅延等が見られ、さらに慢性的な工事従

事者不足や原材料価格の高騰の影響を受け、経営環境は厳しい状況が続いております。

こうした状況のもと、当第３四半期連結累計期間の売上高は、449億11百万円（前年同期比0.7%増）、営業利益は

48億14百万円（前年同期比13.4%減）、経常利益は49億１百万円（前年同期比13.8%減）、そして親会社株主に帰属す

る四半期純利益は特別損失として役員退職慰労金等の計上もあり、29億70百万円（前年同期比17.7%減）となりまし

た。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

① 建機事業

建機事業の販売部門では、公共投資や民間設備投資が引続き低調に推移したことから同業者間での受注競争が

激化しました。また、賃貸部門におきましても市況の悪化に伴う稼働率の低下や原価の高止まりの影響を受けた

ことから、当該事業全体で厳しい状況が続きました。

その結果、建機事業全体の売上高は296億44百万円（前年同期比0.9%減）、営業利益は32億89百万円（前年同期

比15.3%減）となりました。

② 商事事業

商事事業は、遊戯関係設備のファイナンス案件等の取扱いが増加したことから、映像音響部門の伸び悩みを補

い、当該事業全体の売上高が伸長し増益となりました。

その結果、商事事業全体の売上高は121億85百万円（前年同期比9.9%増）、営業利益は５億37百万円（前年同期

比20.3%増）となりました。

③ 不動産事業

不動産事業は、前期購入した賃貸ビル３棟の収入により賃貸部門の売上高は増加しましたが、減価償却の先行

や既存ビルの修繕費等によりコストが嵩み、利益を押し下げました。また、販売部門は宅地分譲の取扱いが前年

同期を下回ったこともあり、当該事業全体では苦戦を強いられました。

その結果、不動産事業全体の売上高は30億81百万円（前年同期比14.9%減）、営業利益は９億88百万円（前年同

期比19.6%減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ24億６百万円増加し、1,127億42百万

円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金の増加21億84百万円、商品の増加26億33百万円、賃貸不動産

（純額）の減少27億65百万円などによるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ６億16百万円増加し、258億11百万円となりました。これは主に、支払手

形及び買掛金の増加15億89百万円、未払法人税等の減少７億73百万円などによるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ17億89百万円増加し、869億31百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成29年２月期の連結業績予想につきましては、現時点において平成28年７月８日の決算発表時に公表いたし

ました数値と変更はございません。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　 該当事項はありません。

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　 該当事項はありません。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　 （会計方針の変更）

　 （企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結

財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支

配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間に

ついては、四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ60百万

円減少しております。

　

　 （有形固定資産の減価償却方法の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間より適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え

る影響は軽微であります。

　

（４）追加情報

　 （法人税率の変更等による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

及び事業税率が変更されることになりました。これに伴い、平成29年３月１日に開始する連結会計年度及び平成

30年３月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異にかかる繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用される法定実効税率は32.2%から30.8%に、平成31年３月１日に開始する連結会計年度以後に解消が見込

まれる一時差異にかかる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は32.2%から30.6%にな

ります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が12百万円、法人税等調整

額が３百万円、その他有価証券評価差額金が16百万円それぞれ増加し、退職給付に係る調整累計額が０百万円減

少しております。また、再評価に係る繰延税金負債が28百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しておりま

す。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,887 20,850

受取手形及び売掛金 22,666 24,851

有価証券 4,259 2,428

商品 784 3,418

貯蔵品 55 42

その他 538 681

貸倒引当金 △63 △107

流動資産合計 47,129 52,163

固定資産

有形固定資産

貸与資産（純額） 7,597 6,287

賃貸不動産（純額） 39,498 36,733

土地 5,651 5,846

その他（純額） 2,904 3,014

有形固定資産合計 55,652 51,880

無形固定資産

のれん - 849

その他 337 284

無形固定資産合計 337 1,133

投資その他の資産

投資有価証券 5,895 6,177

退職給付に係る資産 161 188

その他 1,279 1,325

貸倒引当金 △120 △127

投資その他の資産合計 7,215 7,563

固定資産合計 63,206 60,578

資産合計 110,336 112,742

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,760 10,350

1年内返済予定の長期借入金 - 336

未払法人税等 826 52

賞与引当金 175 21

その他 4,719 5,496

流動負債合計 14,482 16,256

固定負債

長期借入金 - 604

役員退職慰労引当金 984 321

退職給付に係る負債 91 76

その他 9,636 8,551

固定負債合計 10,712 9,554

負債合計 25,195 25,811
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 13,821 13,821

資本剰余金 16,627 16,627

利益剰余金 56,173 57,583

自己株式 △18 △18

株主資本合計 86,604 88,014

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 502 864

土地再評価差額金 △1,942 △1,914

退職給付に係る調整累計額 △22 △33

その他の包括利益累計額合計 △1,463 △1,083

純資産合計 85,141 86,931

負債純資産合計 110,336 112,742
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年11月30日)

売上高 44,619 44,911

売上原価 33,920 34,933

割賦販売未実現利益繰入額 367 314

割賦販売未実現利益戻入額 360 429

売上総利益 10,692 10,093

販売費及び一般管理費 5,133 5,279

営業利益 5,558 4,814

営業外収益

受取利息 63 49

受取配当金 59 44

為替差益 14 -

その他 75 87

営業外収益合計 212 181

営業外費用

支払利息 81 69

和解金 - 20

その他 3 4

営業外費用合計 84 93

経常利益 5,687 4,901

特別利益

固定資産売却益 1 6

投資有価証券売却益 27 0

抱合せ株式消滅差益 - 59

特別利益合計 28 66

特別損失

固定資産売却損 - 3

固定資産除却損 0 2

役員退職慰労金 - 745

その他 - 6

特別損失合計 0 756

税金等調整前四半期純利益 5,714 4,211

法人税、住民税及び事業税 1,972 1,177

法人税等調整額 132 63

法人税等合計 2,105 1,241

四半期純利益 3,609 2,970

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,609 2,970
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年11月30日)

四半期純利益 3,609 2,970

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3 361

土地再評価差額金 59 28

退職給付に係る調整額 14 △10

その他の包括利益合計 77 380

四半期包括利益 3,687 3,350

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,687 3,350

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年３月１日 至 平成27年11月30日)

　 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建機事業 商事事業 不動産事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 29,906 11,091 3,621 44,619 ─ 44,619

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

133 13 ─ 146 △146 ─

計 30,039 11,105 3,621 44,766 △146 44,619

セグメント利益 3,883 446 1,228 5,558 △0 5,558

(注) １ セグメント利益の調整額△０百万円は、棚卸資産の調整額であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　 Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年11月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建機事業 商事事業 不動産事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 29,644 12,185 3,081 44,911 ─ 44,911

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

148 10 ─ 159 △159 ─

計 29,793 12,196 3,081 45,070 △159 44,911

セグメント利益 3,289 537 988 4,814 △0 4,814

(注) １ セグメント利益の調整額△０百万円は、棚卸資産の調整額であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

建機事業セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間に、有限会社リフテックの株式を取得し、同社及び同

社子会社の八洲商会株式会社を連結子会社といたしました。なお、当該事象によるのれんの増加額は当第３四半

期連結累計期間において８億49百万円であります。

　また、有限会社リフテックは当第３四半期連結会計期間に、八洲商会株式会社を存続会社として合併したため、

当第３四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。
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